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平成２７年度予算編成方針について

国の月例経済報告では、我が国の景気は、一部に弱さもみられるが、緩やかな回復基調が

続いているとされており、先行きについては、消費税引上げによる駆け込み需要の反動の長

期化や海外景気の下振れなど、景気を下押しするリスクに留意する必要があるものの、雇用

・所得環境の改善が続くなか、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待

される状況にある。

国においては、７月に閣議了解された「平成２７年度予算の概算要求に当たっての基本的

な方針について」の中で、「中期財政計画」に沿って民需主導の経済成長と財政健全化目標

の双方の達成を目指し、メリハリのついた予算とし、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹

底排除しつつ、予算の中身を大胆に重点化することとしている。

また、地方財政関連については、地方財政の安定的な運営の観点を踏まえ、国の歳出の取

組と基調を合わせつつ、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について

は、平成２６年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することとし

ている。

本町の財政状況については、平成２５年度決算において実質公債費比率が１０．６％、将

来負担比率は算定されない状況となり財政の健全性は保たれているが、普通交付税の減額な

どにより経常収支比率は７４．５％と前年度より１．８ポイント上昇した。過去の大型事業

の地方債償還金や各特別会計への繰出金、新日本海地域交流センターの指定管理料や苫前厚

生クリニックの経営赤字補てんなど、経常的な支出は依然として高い水準にある。また、小

学校の改築事業に着手し、公共施設・インフラの老朽化による維持補修や改修費用も今後見

込まれることから、事業推進には安定的かつ健全な財政基盤を維持することが必要である。

以上のことから、平成２７年度予算編成にあたっては、次の各事項に留意のうえ、事務事

業の「選択と集中」の徹底と他課等との連携を図りながら、効率的で効果的な財政運営を意

識の上、より一層の経費縮減への取り組みを行うものとする。
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１ 基本的事項

（１）平成２７年４月に統一地方選挙を控えていることから、当初予算については『骨格予

算』として編成する。

したがって、 ①政策的経費

②イベントなどに係る経費

③各種団体に対する補助金

④その他政策的なものと判断されるもの

については、選挙終了後の補正予算対応とすることから、「当初分」と「補正分」に分

けて算出基礎表を作成し、予算要求すること。

※ ただし、査定において年度当初からの事業実施が真に必要と認められるものについ

ては、例外的に当初予算計上する。

（２）一般会計については、前年度と同様、経常的経費と政策的経費に区分し、次のとおり

行う。 ※特別会計については、６ページに記載

ア 経常的経費

「枠配分方式」とし、各課(款)ごとの一般財源をベースとした平成２６年度予算計

上額を予算配分枠として設定するので、各課等の長は、配分された予算枠（別紙１

『経常的経費一般財源枠配分表』）とそれぞれで歳入を見込む特定財源との合算額を

予算要求総額の上限として、この範囲内において歳出予算の積み上げを行うこと。

ただし、近年の原油価格の変動による不安定な油類販売価格を考慮し、これまでと

同様に「燃料費」は枠配分の対象外とする。また、「電気料」についても１１月より

再値上げが実施されることを考慮し、枠配分の対象外とする。

なお、原則として経常的経費についても査定を行うので、要求額が配分枠を下回っ

た場合であっても、予算措置が確約されるものではないことに留意されたい。

イ 政策的経費等

投資的経費及び臨時的経費については、改めて政策全体を見渡し、より重点化すべ

き施策・事業を優先したゼロベースからの予算査定を行うので、別に示す様式３によ

り、各担当課ごとに優先順位を付して提出すること。

（３）従来から継続する事務・事業は、必ずゼロベースからの再検討を行い、類似事業の統

合及び事業の廃止・縮小に鋭意取り組むこと。

（４）新規事業については、その必要性、緊急性、費用対効果や後年度への負担などを十分

検討し、可能な限り事業の終期を設定すること。
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（５）議決機関及び監査委員からの意見や指摘事項などについて、その趣旨等を十分検討の

うえ、予算への適切な反映と速やかな改善に努めること。

２ 予算要求基準

(１) 歳入に関する事項

国及び道の施策や制度改正などに十分留意のうえ、歳入額の確保と新たな財源の検討

を含め、増収に向けて最大限取り組むこと。

ア 町税

今後の税制改正や経済情勢の推移に十分勘案するとともに収納対策の強化により、

確実な積算を行うこと。

イ 分担金及び負担金、使用料及び手数料

適正な受益者負担の確保に配意し、的確な収入見込額の算出に努めること。

ウ 国・道支出金

国及び道の予算編成の動向や制度改正について、関係機関と緊密な連絡を図りなが

ら的確に把握すること。特に補助金の削減や一般財源化の動向に注視し、利用可能な

制度についての検討を行い、安易に一般財源へ振り替えることのないよう留意するこ

と。

エ 財産収入、諸収入

財産収入については、財産の現況を的確に把握し、時価に則した適正な価格による

積算を行い、積極的な貸付または売却による歳入の確保に努めるとともに、未収金が

生ずることのないよう十分留意すること。

また、諸収入については、前年度実績や関係機関などの動向を十分把握のうえ、的

確に積算するとともに、助成制度の有効活用などによる新たな増収策についても鋭意

検討すること。

オ 町 債

町債発行に当たっては、後年度負担の軽減と財政の硬直化を回避するため、真に必

要と判断される事業に限定することとし、地方交付税措置のある有利な起債を選択す

ること。

（２）歳出に関する事項

予算の積算にあたっては、割り当てられた財源枠の中において、必要最小限の経費で

最大の効果を発揮するよう創意工夫し、徹底した経費の節減と合理化に努めること。
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ア 人件費

定員適正化計画に基づいた人員の管理を進めるとともに、各種委員報酬など条例に

定めのあるものも含め、その実態や必要性などを再検討すること。

なお、総務財政課以外において給与費等を要求する場合には、必ず事前に総務係と

協議すること。

イ 物件費、維持補修費、その他の一般管理費

①賃 金

各種作業員単価については、別紙３「平成２６年度労務作業員雇用賃金表」に基

づくこと。

②旅 費

用務の必要性を十分検討し、人数、回数などの抑制に努め、必要な経費のみ予算

要求すること。

③需用費、備品購入費等

以下の費目について、創意工夫により徹底した経費節減に努めること。

◇ 燃料費は、原油価格の変動を考慮し、別紙２「予算単価表」に基づいて積算す

ることとし、各担当課において節減に最大限努力すること。

◇ 電気料は、各施設等の電力使用量の実績に基づき、値上げ後の料金にて積算と

するが、一層の節電対策を行うこと。

（ア）修繕料については、施設の現状を的確に把握し、老朽の程度を勘案しつつ、真

に緊急性の高いものから計画性を持って積算のこと。

（イ）備品購入については、必要性、財源措置の状況などを勘案の上、要求するこ

と。

※『備品』とは、１件１万円以上で３年以上にわたってその効用を発揮するも

のとする。ただし、図書のうち、貸し出しを目的とするもの、又は加除式台本

については、１件１万円未満であっても備品として取り扱うこととする。

④委 託 料

業務委託については、業務内容の効率化や新規業者の参入を促すなど、経費削減

について鋭意検討するとともに、職員自らが能力を発揮すべき業務については、可

能な限り直営で対応すること。

ウ 補助費等

公益性、公平性、目的の達成度合などを長期的、多角的に検討し、関係団体との協
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議や関係資料の十分な分析を行い、積極的な「整理・統合・縮小」に努めたうえで、

適切に積算を行うこと。

① 補助金については、次の基準により見直しを行ったうえで算出することとし、こ

れに依り難い場合には、必ず個別にその理由を整理しておくこと。

【補助金見直し基準】

◇ 運営補助金については、補助対象経費の１／２以内とする。

また、繰越金や積立金などがある場合は、各担当係の責任において、その運営

実態を十分精査したうえで、必ず見直しを行うこと。

◇ 事業費補助については、定率補助を原則とし、補助率は次のとおりとする。

・共同事業の場合、事業費の１５％以内とする。

・最終的に個人の財産や経営費に吸収されることが見込まれる事業の場合、事業

費の１０％以内とする。

・過疎債の充当がある場合は、上記に依らず事業主負担額の１／２以内とする。

※ 継続的な運営費補助事業については、平成２５年度の事業実績及び収支決

算書の写し（それ以外の資料は不要）を必ず添付すること。

② 会議負担金については必要最低限のものとし、懇親会的負担金は一切認めない。

エ 投資的経費

２校の小学校改築工事が重複するなど、平年を上回る事業量が想定されることを考

慮し、必要性や事業効果を十分に把握するとともに、維持管理を含めた後年度の財政

負担などについても、より慎重に検討を行い、投資の適正化・効率化を図ること。

また、事業費の積算に当たっては、過不足が生じないよう適正に見積もり、国・道

補助金などの採択についても、遺漏のないよう十分調査・検討を行うこと。

オ その他

① 庁用物品などで共通しているものについては、別紙２「予算単価表」によるこ

と。

② 債務負担行為の設定は、後年度の財政負担を伴うものであり、財政硬直化の要因

ともなるので、施策上、真に必要と認めたものに限り措置すること。

③ 車検に要する諸経費（自賠責保険料、重量税含む）については、政策的経費とし

て優先順位を付さないで予算要求すること。

④ 消費税率の引上げに関しては、平成２６年中に判断されることとなっているが、

消費税については、平成２７年１０月から１０％として積算すること。
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ただし、消費税率の引上げが見送られるなど、予算編成方針変更の必要が生じた

場合は、別途通知する。

３ 特別会計に関する事項

特別会計にあっても、原則的には一般会計に準ずることとするが、その会計設置の趣旨

などを十分に踏まえ、独立採算の原則と財政健全化の観点から、内容を十分に精査し、安

易に一般会計からの繰入に依存することなく、経営改善に向けた抜本的な見直しと事業運

営の一層の効率化を図り、健全運営に配意すること。

特に公営企業会計においては、普及率の向上など積極的な歳入確保に努めるとともに、

中・長期的な財政見通しにより、過大若しくは過小見積とならないよう、計画的かつ適正

で無理のない財政運営に全力で取り組むこと。

なお、特別会計については、従来どおりの予算査定方式とする。


